


 

町民の福祉向上に向けた取り組みに関する決議 

 

国においては、令和２年４月に高齢者の保健事業と介護予防の一体 

的改正法を施行、令和６年度には全国の市町村で事業実施を義務とす 

る等、保健事業と介護予防の一体的な実施に関する取り組みを進めて 

きた。 

一方、複雑化・複合化する地域住民が抱える課題に、子ども・障が 

い・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制ではそのニーズに対応 

することが困難になってきている現状があり、これに対応するために 

社会福祉法の改正により「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地 

域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に実施することを目的 

に、重層的支援体制整備事業を創設した。 

本事業においては、属性や分野を超えた柔軟な取り組み、言い換え 

れば課題を抱える相談者やその世帯への包括的な支援を推進すること 

が求められており、一方で地域包括支援センターは介護・医療・保健・ 

福祉等の側面から高齢者を支える総合相談窓口であるため、近年求め 

られる役割は増大しており、先にあげた重層的支援整備事業との親和 

性も非常に高い。 

少子高齢化が進展する当町においても、この重層的支援体制整備事 

業のような考え方を取り入れていくことは、「地域住民が不安を感じる 

ことなく元気に暮らしていく」ためには必須であり、今後の町政にお 

いて重要な課題のひとつとしてあげられるものと考える。 

組織体制の変更や整備については、財政的な問題や全庁的な視野も 

必要となるため、一朝一夕に対応ができるといったものでないことは 

十分に承知しているが、町民の福祉向上のためには避けては通れない 

課題であると考える。 

そこで、下記事項の実行を求める。 

 

記 

 

１ 新型コロナウイルスワクチン接種会場確保のため、一時的に拠点 

が分かれている地域包括支援センター係(役場本所)と健康増進係 

(保健福祉センター)については、業務の効率化を図り、職員の負 

担を軽減するためにも、同一拠点で一体的な業務運営が行えるよ 

う、早急に調整を図ること。 

 



２ 地域包括支援センター係に所属する専門的職員の能力を最大限に 

活用し、業務の調整・連携を円滑にするため、事務作業等を補助 

する職員の増員を早急に検討すること。 

 

３ 専門的職員が管理職となった場合、そのスキルを十分に活かせな 

い状況が発生することも推測されるため、専門的職員の人事制度 

についてもあわせて検討すること。 

 

４ 介護予防事業においては、今後低栄養のフレイルの方が多数顕在 

化してくると予想される。フレイル予防についてはその性質上、 

通所型及び訪問型の対応が必要となるため、本事業に携わる健康 

増進係の管理栄養士の増員等、専門的職員も含めた健康増進係の 

体制強化及び配食サービスの対象拡大等についても検討すること。 

 

５ 重層的支援体制整備事業の事業実施に向け、地域包括支援センタ 

ー係及び関連する各部署の業務内容及び関係諸団体との連携体制 

を洗い出し、地域住民の相談を一括して受けられるよう組織体制 

の再編・再構築についての取り組みを推進すること。 

 

 

以上、決議する。 

 

 

令和４年３月７日 

 

 

東伊豆町議会 
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